
 

 

米子市特別職報酬等審議会における検討の要点（案） 

 

１ 前提 

⑴  特別職の報酬及び給料額について 

特別職の報酬及び給料額については、下記の事項を総合的に勘案して決定する事が適当。 

① 職務の性格及び責任の度合いに対応したものであること 

② 当該団体における一般職や国及び他の地方公共団体における相応の特別職の報酬と比

較して均衡を失しないものであること 

「議員の報酬月額は部長に適用される号給のうち中間程度を基準として定めることが適当。」 

 （参考：昭和 37年 11月 21日付自治省行政局長 議員報酬に関する内簡） 

・資料Ｐ２０「報酬月額支給額変遷（議員・部長級）」 
 

③ 物価や賃金等の社会経済情勢の変動に応じて十分対応するものであること 

 

２ 現状 

⑴  特別職報酬等審議会の開催状況と報酬等の額の推移 

平成１８年度の報酬等審議会で、報酬等の額について「１２％減額」を答申。 

平成２０年度の報酬等審議会で、報酬等の額について「現行の額と同額」を答申。 

なお、報酬等審議会の開催はこれが最後となっており、平成２１年度以降は開催していない。 
 

・資料Ｐ６「米子市特別職報酬等改定状況」 

・別添資料Ｐ１「平成２０年度特別職報酬等審議会答申書（写）」 

 

⑵ 一般職の職員の給料状況との比較 

平成２６年度以降、一般職の職員の給料は増額改定となってきた。一方、特別職の職員の報

酬等の額については、期末手当の年間支給割合は上がったものの、月額は据え置かれたままと

なっている。 
 

・資料Ｐ⑺～⑾「山陰４市の特別職報酬等の状況（制度値） 

・資料Ｐ１２「人事院勧告改定率の推移」 

・資料Ｐ１８～１９「特別職の職員の期末手当改正の状況」 

・別添資料Ｐ２「特別職の職員の期末手当について」 

 

⑶ 他団体との比較 

特別職の職員の報酬等の額を山陰３市平均額（鳥取市、松江市、出雲市 ※特例減額無し_条

例上の月額）と比較した場合、すべての職において米子市が下回っている。 

類似団体のうち、人口規模が近い５市と比較した場合も、すべての職において米子市が下回

っている。 
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なお、平成２１年度に減額改定を行った出雲市は、平成３１年度において増額改定を行ってい

る。 
 

・資料Ｐ５「類似都市の特別職報酬等の状況」（差替後） 

・資料Ｐ７～１１「山陰４市の特別職報酬等の状況」 

 

⑷ 米子市財政状況 

米子市の財政状況は、基金残高が増え、市債残高が減り、財政指標も良化してきている。 
 

・資料Ｐ１３～１４「米子市普通会計の収支状況」 

・資料Ｐ１５～１６「鳥取県４市、島根県２市の財政状況」 

 

⑸ 社会経済情勢について 

消費者物価指数の状況より、物価は平成２３年より上昇傾向にある。 
 

・資料Ｐ１７「消費者物価指数」 

 

３ 検討が必要な課題 

⑴ 給料及び報酬の月額の水準について 

⑵ 期末手当の率の考え方について 

⑶ 改定時期について 
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４　課題に応じた論点整理

⑴　給料及び報酬の月額の水準

①　本市の一般職の職員との均衡

資料

・資料Ｐ⑺～⑾
・資料Ｐ１２
・資料Ｐ１８～１９
・別添資料（期末手当）

②　他市の特別職の職員との均衡

資料

・資料Ｐ５（差替後）

・資料Ｐ７～１１

③　一般職の平成２６年度以降の上げ幅

資料

・資料１２

④　部長級中間と議員報酬

資料

・資料Ｐ２０

⑤　物価変動

資料

・資料Ｐ１７

⑥　現状維持の場合の理由

⑦　引き上げる場合の理由と適当な引上げ率

現状

平成２６年度以降、一般職の職員の給料は増額改定となってきた。一方、特別職の職員
の報酬等の額については、期末手当の年間支給割合は上がったものの、月額は据え置か
れたままとなっている。

現状

　特別職職員の給料及び報酬の額を、山陰３市の平均額（鳥取市、松江市、出雲市　※特
例減額なし_条例上の月額）と比較した場合、すべての職において米子市が下回っている。
　また、類似団体のうち、人口規模が近い５市と比較した場合も、すべての職において米子
市が下回っている。

　平成２１年度に減額改定を行った出雲市は、平成３１年度において増額改定を行ってい
る。

現状

現状

現状

　一般職の給料の改定について平成２５年度を「１」とした場合、令和元年度は「1.０１２０６」
となる。

平成２６年度以降、部長に適用される号給の中間の給料額が、議員の報酬月額を上回る
状況が続いている。なお、平成３１年度においては、当該中間の給料額が、議員の報酬月
額と比較し２．４％上回っている。

　消費者物価指数の状況より、物価は平成２３年より上昇傾向である。なお、鳥取市の物価
指数は、前回本市で報酬等審議会を開催した平成２０年度と比較し、２．２％上昇している。

3



⑵　期末手当の率の考え方について

資料

⑶　改定時期について

(ｱ)報酬及び給料月額　　令和　　　年　　　月　　　日

※これまでの「審議会の開催状況」と「報酬等の額の改定時期」

改定日

平成７年度報酬等審議会 平成　８年４月１日

平成１８年度報酬等審議会 平成１９年４月１日

平成２０年度報酬等審議会 平成２１年４月１日

(ｲ)期末手当の率　　　　令和　　　年　　　月　　　日

平成２１年１月８日～同年２月１３日

　国が役職加算率及び年間支給割合を改定した際は、米子市においても国に準拠して改
定を行う。

現状

・資料Ｐ１８～１９
・別添資料（期末手当）

　役職加算率は、国が米子市よりも５％高い。
　年間支給割合についても、平成１７年度以降、国が米子市よりも０．０５月高い状況が続い
ている。

報酬等審議会

平成８年２月１４日～同年２月２７日

平成１８年１２月２７日～平成１９年２月１３日
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